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Ⅰ．法人の概要 

 

１ 基本情報 

 (1) 法 人 の 名 称  学校法人国際ビジネス学院金沢 

 (2) 代 表 者  理事長 大聖寺谷 敏 

 (3) 主たる事務所の所在地  石川県金沢市南町 6 番 12 号（令和 8 年度より白山市横江町に移転） 

(4) 電 話 番 号  076-234-3311 

(5) F A X 番 号  076-234-3432 

(6) H P ア ド レ ス  https://kbg.ac.jp/ 

  

２ 建学の精神等 

 (1) 建学の精神・教育理念 

『専門産業の発展に貢献できる職業人の養成』 

本学は、産業界の求める人材と教育機関が輩出する人材のギャップを埋めるため、本学独自の教育シス

テム「KBG メソッド」を構築し、採用企業と卒業生の両者が満足できる就職の実現、さらには専門職業

人材の社会的地位の向上を目指し、専門力と社会人力を兼ね備え自ら考えて仕事ができる職業人を養成し

ます。 

 

(2) 使命・目的 

   本学は、単に資格を取り、就職するための教育機関ではありません。 

学生から「入学して良かった」、業界から「採用して良かった」と心から思われ、就職先で「新人なのに素

晴らしい」と評価される即戦力の人材を養成することが使命だと考えます。 

専門的な知識や技術だけでなく、「社会で通用する人材」を育成し、学生の夢を実現するために独自の教育

システムと学習環境を常に進化させ、目指す未来に向かって挑戦を続けます。 

 

(3) ＫＢＧメソッド  

次の５つの取り組みを柱とし、真の即戦力人材を育成します。 

1．現場に即した実践教育 

本学では、 

①教室で基礎を学ぶ学内実習 

②現場での動き方や店舗運営を学ぶ学生店舗実習 

③実際の店舗で現場の動きに連動して学ぶ実店舗実習 

の 3 段階を通して、基礎から応用へと段階的に実践力を身につけます。大手企業や業界団体の協力のも

と、入社初日から即戦力として活躍する人材を養成します。 
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2．一流による教育 

本学では、業界の頂点を極めた方々を学校長、名誉教授、特別講師として迎え、日頃の授業で直接指導

していただいています。一流のプロは、一流の経営者でもあります。その技術、センス、ビジネスに対す

る考え方にふれプロ意識の高い人材を養成します。 

 

3．産学共同教育 

産学共同教育では、目指す企業に合わせた就職活動対策など、充実したサポート体制を整えていま

す。通常は入社後に行われる新人教育の一部までを在学中に実施するため、卒業後はスムーズに就業す

ることが可能です。本学と企業・業界団体がタッグを組んだシームレスな教育は、満足のいく就職・採

用を実現します。 

 

４．社会人基礎教育 

「挨拶」「掃除」「時間の約束」の 3 つを、日々の学校生活の中で徹底的に習慣化しています。毎朝、学

生と教職員が一緒に学内清掃活動を行うほか、月１回の「クリーンデー」の実施、ボランティアによる学

校周辺の環境美化活動、来校者への気持ちの良い挨拶、授業開始 5 分前の着席などを通して、プロとして

の自覚を育み、身の周りの人や環境に対する意識を高めます。 

 

5．最新の学習環境 

本学では、設立以来、日進月歩で進化する技術やサービスの「今」に対応できる知識・技術を、学生に

確実に身につけてもらうため、キャンパスの拡充や設備機器の更新を重ね、常に最新の学習環境の整備に

取り組んでまいりました。 

現在は、新たな教育拠点として「Dream8」を構築中です。Dream8 は、複数分野の専門教育が集約さ

れた拠点であり、教室での学びと現場での実践をつなぐ「第三の教室」として、本学の実践教育を支える

中核的な役割を担います。館内には、実際の現場でプロが使用するものと同等の機材・設備を整え、授業

や実習にとどまらず、学生店舗運営や企業・地域と連動した取り組みなど、学びと現場が日常的につなが

る環境を生み出します。 

Dream8 は、教育・実習・学生生活が切れ目なく連動することで、学生一人ひとりが「プロとして働く

自分」を具体的に思い描きながら成長できる、本学の教育を体現する最新の学習環境です。 

 

３ 学校法人の沿革 

昭和２９年１０月 
金沢簿記経理学校設置 

（昭和５１年学校法人金沢経理専門学校に名称変更） 

昭和５５年 ４月 金沢デザイン専門学校設置 

昭和６１年 ４月 金沢建築工業専門学校設置 
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平成 ４年 ４月 
金沢デザイン専門学校、金沢建築工業専門学校が合併し、金沢デザイン建築専門学

校に名称変更 

平成１２年 ４月 

学校法人金沢経理専門学校から学校法人エッセ学園に名称変更 

金沢経理専門学校、金沢デザイン建築専門学校が合併し、専門学校 ESSE テクノ

カレッジ金沢に名称変更 

平成２１年 ４月 国際ビューティービジネス専門学校金沢に名称変更 

平成２２年 ４月 

国際ビューティ・ブライダル専門学校金沢に名称変更 

（平成２４年４月専門学校金沢美専に名称変更） 

ＩＴデザイン専門学校金沢設置 

（平成２４年４月金沢オフィス・医療事務専門学校に名称変更 

 平成２６年４月金沢観光＆医療事務専門学校に名称変更 

 平成２７年４月金沢医療事務専門学校に名称変更） 

平成２３年 ４月 学校法人エッセ学園から学校法人国際ビジネス学院金沢に名称変更 

平成２９年 ４月 

設置者変更により、金沢医療事務専門学校を学校法人国際ビジネス学院の設置とし、

スーパースイーツ製菓専門学校、国際ホテル＆ブライダル専門学校（令和８年４月

国際ブライダル専門学校金沢に名称変更、スーパースイーツ調理専門学校（令和２

年４月国際調理専門学校に名称変更）の設置者となる 

令和 ２年 ４月 設置者変更により、国際調理専門学校を学校法人国際ビジネス学院の設置とする 

令和 ８年 ４月 白山市横江町に移転 

 

４ 設置する学校・課程・学科 

♦金沢キャンパス 〒９２０－０９１９ 石川県金沢市南町６番１２号 

設置する学校 課    程 学    科 

専門学校金沢美専 

文化教養専門課程 ビューティー総合学科 

衛生専門課程 美容学科 

衛生専門課程 未来プロフェッショナル学科 

国際ホテル＆ブライダル専門学校 商業実務専門課程 ホテル・ブライダル総合学科 

スーパースイーツ製菓専門学校 衛生専門課程 
パティシエ・ブーランジェ学科 

製菓衛生師学科 
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５ 学生数の状況 

（令和７年５月１日現在）                               （単位：人） 

学    校 学   科 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 

専門学校金沢美専 

ビューティー総合学科 40 26 80 56 

美容学科 80 68 160 137 

未来ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ学科 20 9 20 9 

国際ホテル＆ブライダル専門学校 ﾎﾃﾙ・ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ総合学科 60 22 120 42 

スーパースイーツ製菓専門学校 
ﾊﾟﾃｨｼｴ・ﾌﾞｰﾗﾝｼﾞｪ学科 70 51 140 101 

製菓衛生師学科 10 1 10 1 

 

６ 収容定員充足率 

（毎年度５月１日現在） 

学    校 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

専門学校金沢美専 77％ 73％ 83％ 81％ 78％ 

国際ﾎﾃﾙ＆ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ専門学校 63％ 59％ 64％ 53％ 35％ 

ｽｰﾊﾟｰｽｲｰﾂ製菓専門学校 54％ 81％ 92％ 81％ 68％ 

 

７ 役員の概要 

♦定員数：理事 ５～６名、監事 ２名                 （令和８年３月３１日現在） 

常勤・非

常勤の別 
役職名 氏 名 就任年月日 

業務執行・非 

業務執行の別 
主な現職 

非常勤 理事 辻口 博啓 R7.5.28 非業務執行 ㈱スーパースイーツ代表取締役 

常勤 理事長 大聖寺谷 敏 R7.5.28 業務執行 ㈻国際ビジネス学院理事長 

常勤 副理事長 大聖寺谷 裕 R7.5.28 業務執行 ㈻国際ビジネス学院理事 

常勤 理事 東 千枝子 R7.5.28 業務執行 国際ﾎﾃﾙ＆ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ専門学校学校長 

常勤 理事 梶 聡司 R7.5.28 業務執行 ㈻国際ビジネス学院評議員 

非常勤 理事 佐山 等 R7.5.28 非業務執行 ㈻佐山学園理事長 

非常勤 監事 原 卓二 R7.5.28  白山市議会議員 

非常勤 監事 田嶋 隆大 R7.5.28  公認会計士 税理士 

（理事 ６名、監事 ２名） 
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８ 評議員の概要 

♦定員数：６～７名 

氏 名 就任年月日 主な現職 

作本 智美 R7.5.28 学校法人国際ビジネス学院金沢 職員 

近藤 昌朗 R7.5.28 学校法人国際ビジネス学院 理事 

釼内 紀子 R7.5.28 学校法人国際ビジネス学院 職員 

村田 直樹 R7.5.28 学校法人国際ビジネス学院金沢 職員 

三木 淳 R7.5.28 金沢ニューグランドホテル総支配人 

西井 十六勝 R7.5.28 
 

沼田 和志 R7.5.28 ル ミュゼ ドゥ アッシュ 店員 

（７名） 

 

９ 理事選任機関の概要 

  本法人の理事選任機関の構成員は、理事 3 名、評議員 3 名とし、理事枠は理事会決議で、評議員枠は

評議員会決議によって選任する。 

 

１０ 教職員の概要 

（令和７年５月１日現在）                               （単位：人） 

所    属 専任教員 兼任教員 専任職員 

専門学校金沢美専 13 14 4 

国際ホテル＆ブライダル専門学校 3 14 2 

スーパースイーツ製菓専門学校 9 9 4 

※専任教員の平均年齢 39.4 歳、専任職員の平均年齢 39.8 歳 
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Ⅱ．事業の概要 

 

１ 主な教育・研究の概要 

♦教育方針（三つのポリシー） 

(1) 卒業認定及び学位授与に関するの方針（ディプロマ・ポリシー：DP） 

    所定の修学年限以上在学し、所定の授業科目及び授業時数を修め、以下の点を修得した学生に対して 

卒業を認定し、学位を授与する。 

(2) 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー：CP） 

    本学が定めるディプロマ・ポリシーを達成するために、以下のような教育課程を編成する。 

  (3) 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー：AP） 

    本学では、以下に掲げる入学者を求める。 

 

【専門学校金沢美専】 

DP 

♦共通 

①社会的規範やコミュニケーション能力と現場で役に立つ思考力や判断力を有し、また主体性をもっ

て多様な人々と協働することができる 

♦美容学科 

②美容師に必要な能力を身につけ、美容に関するデザインを表現し提供することができる 

♦ビューティー総合学科 

②エステ、メイク、ネイルの知識や技能を身につけ、技術を幅広い表現力と実践力を備えている 

CP 

♦美容学科 

①教養科目に、社会人として必要な行動規範やマインドを学ぶための科目を配置する 

②専門科目に、美容師に必要な知識と根拠に基づいた技術を身につけるための科目を配置する 

③専門科目に、美容師としてお客様のニーズ応えられる応用力と実践力を育む科目を配置する 

♦ビューティー総合学科 

①教養科目に、お客様に接するための基本的規範やホスピタリティマインドを学ぶための科目を配

置する 

②専門科目に、エステ、メイク、ネイルの知識と根拠に基づいた技術を身につけるための科目を配

置する 

③専門科目に、お客様のニーズに応えられる応用力と実践力を育む科目を配置する 

AP 

①知識・理解       将来目指す業界で活躍したいという目的意識が明確な人 

②思考力・判断力・表現力 自ら考え、自ら行動する姿勢とチャレンジ精神のある人 

③主体性・多様性・協働性 積極的に他者とかかわり、対話を通じて相互理解に努めようとする人 
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【国際ホテル＆ブライダル専門学校】 

DP 

①社会的規範やコミュニケーション能力と現場で役に立つ思考力や判断力を有し、また主体性やホ

スピタリティー精神をもって多様な人々と協働することができる。 

②業界に必要な知識や技能、また語学力での表現力を身につけ、専門的な知識に基づいた幅広い実

践力を備えている。 

CP 

①教養科目で必要な知識・技能やホスピタリティマインドを身につけるための科目を配置する 

②専門科目に、全てのお客様のニーズに応えられる応用力と実践力を育む科目を配置する 

③専門科目で必要な資格を取得するための科目を配置する 

AP 

①知識・理解       将来目指す業界で活躍したいという目的意識が明確な人 

②思考力・判断力・表現力 自ら考え、自ら行動する姿勢とチャレンジ精神のある人 

③主体性・多様性・協働性 積極的に他者とかかわり、対話を通じて相互理解に努めようとする人 

 

【スーパースイーツ製菓専門学校】 

DP 

①各コース（パティシエ・ブーランジェ・バリスタ）の専門領域における基礎知識と技術・専門知

識と技術が身に付いてる 

②チームで働く環境において自ら考えて行動する姿勢、コミュニケーション能力と協調性が身につ

いている 

③職業人としてのキャリアビジョンを描くことのできる能力 

CP 

①講義や実習をとおして知識と技能を磨き、専門分野で即戦力となる人材育成を実施する 

②広くに渡る専門的知識があり、リーダーの役割を担う事のできる人材の育成を実施する 

③職業人としてモラル、必要なマナーやホスピタリティー精神を養成するための教育を実施する 

AP 

①製菓・製パン・バリスタの様々な分野に興味があり、探求心を持って学ぶ意欲がある人   

②主体性をもち多様な人々と協働して学ぶ態度を持っている人 

③食分野に興味・関心があり、熱意と向上心を持って取り組み社会に貢献したいと意欲を持ってい 

る人 
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２ 中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 

♦第１期中期計画（令和３年度～令和７年度） 

 

日本を代表する職業教育機関へ 

 本学の使命を達成するために、令和３年度に第１期中期計画を策定し、次の４つの視点からビジョンを定

め推進しています。 

 

第１期中期計画項目・方針 

項     目 方     針 

１．教育 

①KBG メソッドの充実 

②＋１教育の充実 

③実践教育の充実 

２．学生支援 
①就職支援室の充実   

②中途退学者防止への取り組み 

３．環境整備 
①白山キャンパスへの移転 

②実践教育施設の整備 

４．安定した経営 ①全ての専門学校で定員充足率１００％の達成 

 

本年度は、第１期中期計画における最終年度にあたり、令和７年度事業計画に基づき実施した取組内容及

び達成状況は次のとおりです。 

 

♦令和７年度事業報告 

 １．キャンパス移転 

   令和８年３月に姉妹法人がある白山市横江町に移転しました。本学としては姉妹法人より土地を購入し

新校舎（７号館）を建設しました。 

 

 ２．「国際未来プロフェッショナル専門学校」の開設 

熟考の結果、費用対効果の観点から学校開設よりも学科の方が適していると判断したため、開設を取り

やめることになりました。現在、専門学校金沢美専にのみ「未来プロフェッショナル学科」を設置してい

ます。 

 

３．実践教育の充実 

  専門学校金沢美専 

   ①学生サロン「AER」での実践教育の充実 

学内で学んだ技術と知識を実際にお客様に提供し、それ以外の、接客力、提案力、売上の上げ方、

集客方法、チームでの働き方を学んでいます。毎年１年次１月のサロンデビューに向け、学内授業で
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は、様々な技術の修得、接客・カウンセリングのトレーニングを行い、新人研修、サロン運営、売上

強化、物販強化と、１年間のカリキュラムの中で段階を設けて指導しています。 

総店長とチームリーダーを含む１チーム３～４人の構成で、一週間交代でシフトを回し、月１回の

サロンミーティング、リーダー会議を設け、目標や達成度合いを共有しています。 

実践教育を通し学生の危機感が高まり、学ぶ意欲の 

向上に繋がっていると実感しています。卒業生からは、 

社会人初日、周りの同期に比べ自分が出来ることが多い、 

理解がすぐに出来て動ける、頼りにされていると実感すると 

即戦力に繋がっていると自負する声が聞かれます。 

 

  スーパースイーツ製菓専門学校 

   ①「学生のパン屋さん」（イオンモール白山内）での実践教育の充実 

●ブーランジェコース 

毎週金曜日（通年）に、パンの仕上げと焼成補助、  

接客販売を行いました。 

   

②グランシェフズキッチン（イオンモール白山内）での実践教育の充実 

●パティシエコース（イオンモールでの実習希望者） 

毎週木曜日（後期）に、接客、焼き菓子販売、皿盛りデザートの提供、調理補助を行いました。 

２チームに分かれ、１チームは店舗での実習、もう１チームは学校で仕込みを行いました。 

    ●カフェバリスタコース 

毎週金曜日（後期）に、接客、焼き菓子販売、コーヒーの提供、ランチプレートの提供を行い

ました。 

 

③学内販売（旧キャンパス）での実践教育の充実 

●パティシエコース（学内での実習希望者） 

毎週木曜日（後期）に、旧キャンパス内学生ホールにて 

生ケーキと焼き菓子の販売を行いました。 

ケーキや焼き菓子の生産数、原価計算等のプランニング、製造、 

販売、振り返りを通し、丁寧な接客と販売ミスがないよう指導 

しました。売上は 2,087,336 円（クリスマス、卒業作品展での 

販売含む）となりました。 

    

  国際ホテル＆ブライダル専門学校 

   ①グランシェフズキッチン（イオンモール白山内）での実践教育の充実 

     前期は２年生が水曜日計１５日、後期は１年生が火曜日、 

水曜日計２１日、シフト制で営業しました。 

姉妹法人国際調理専門学校の学生が調理した料理のお客様への 

提供、料理説明を通し、おもてなし、サービススキルの向上、 
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優先順位、調理部門との連携を含めたチームワーク、クレーム対応などを学びました。 

 

②学生レストラン「ゴールデンエッグ」での実践教育の充実 

     ５月～８月の火曜日と水曜日に１年生が実習に入り、国際調理専門学校の学生が調理した料理の提

供を行いました。お客様対応、基本的サービススキル、接客用語を習得し、後期のグランシェフズキ

ッチンでの実習に備えました。 

  

③ギフトウエディングでの実践教育の充実 

     実際の新郎新婦の結婚式を、プランナー、キャプテン、アテンド、司会、音響、カメラ、ムービー

作成、ムービー当日編集、サービスなど、打ち合わせから施行までのすべてを学生が担当します。当

日は各ポジションにプロがつき、万が一の際の対応への備えと指導をしております。 

     現場とのギャップをなくすことはもちろん、一生に一度のやり直しのきかない結婚式に向き合う姿

勢や責任、やりがいを学び、何よりも結婚式の素晴らしさを体感することができます。 

     令和７年度の施行実績と令和８年度施行予定件数は以下の通りです。 

     

●令和７年度実績 ４件 

      ７月  挙式：旧キャンパス内チャペル パーティー：きにつちに（竪町） 

     １１月  挙式：旧キャンパス内チャペル 

      １月  ディスティーノ ブルックリンニューヨーク 

      ２月  バリテラス coco 金沢 

     その他、フォトウェディングのみ 2 件 

    

    ●令和８年度施行予定 ３件 

      ７月  金沢国際ホテル 

     １０月  キャンパス内 Dream８ 

      ２月  金沢国際ホテル 

 

 ４．教育活動・学生支援の充実 

   ①教務勉強会の内容充実 

     9 月 2 日（火）10:00～15:20 で教務勉強会を行いました。今回は教務の基礎基本を学び、各校 

    における教務実務の課題について話し合いをし、全教員で共有することができました。 

  

  ②カウンセラーとの情報共有とコミュニケーション強化 

     毎月第 4 月曜日の 13 時～16 時に来校いただき、学生や教職員が相談しています。令和７年度の

相談件数は１０件でした。 
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  ③就職支援室の充実 

 ・合同企業説明会 

  5 月 15 日（木）にスーパースイーツ製菓専門学校、国際ホテル＆ブライダル専門学校、姉妹法

人のかなざわ食マネジメント専門職大学、国際調理専門学校を対象に開催し、飲食業、ホテルサー

ビス業など 27 社にご協力いただき、95 名の学生が参加しました。 

    

 ・指定優良企業説明会 

      12 月 17 日（水）にスーパースイーツ製菓専門学校、国際ホテル＆ブライダル専門学校、姉妹 

法人のかなざわ食マネジメント専門職大学、国際調理専門学校を対象に開催し、飲食業、ホテルサ 

ービス業など 16 社にご協力いただき、106 名の学生が参加しました。 

     

    この他、学校別でも企業採用ご担当者様をお招きし、説明会を開催しました。 

 

５．採用 

①専門職教員の雇用強化 

    専門職教員を雇用し、より行き届いた教育ができるようにしました。 

      国際ホテル＆ブライダル専門学校  ３名 

 

②新人事制度の導入 

 一般職（助手／一般事務）を令和６年度に導入し、従来の職種の区別が不明瞭になったため、以下の

通り総合職層、管理職層の職種を変更しました。 

    （変更前）            （変更後） 

   助手／事務・営業       →  助教／事務 

   助教諭／企画事務・企画営業  →  教諭／事務 

   教諭／主任          →  指導教諭／主任 

   主幹教諭／課長        →  変更なし 

   教頭／次長          →  教頭／副部長 

   副校長／部長         →  変更なし 
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６．諸会議の開催 

  【理事会】 

日   程 決議内容 

令和７年 ５月１２日 理事選任機関構成員選任 

令和７年 ５月２８日 令和６年度事業報告、令和６年度決算報告、役員改選 

令和７年 ６月１６日 移転に伴う建設費用と施工業者、寄附行為変更、学則変更 

令和７年 ９月 ３日 ８号館建設 

令和７年１０月２７日 金沢キャンパス売却、就業規則変更 

令和８年 ２月２５日 

令和７年度補正予算、令和８年度事業計画案、 

令和８年度予算案、学則変更、不動産売買契約承認、 

役員報酬等の支給の規定の変更 

 

【評議員会】 

日   程 決議内容 

令和７年 ５月１２日 理事選任機関構成員選任 

令和７年 ５月２８日 
理事選任機関選出理事候補者、令和６年度事業報告、 

令和６年度決算報告、役員選任、理事選任機関理事選任報告、 

令和７年 ６月１６日 移転に伴う建設費用と施工業者、寄附行為変更、学則変更 

令和７年 ９月 ３日 ８号館建設 

令和７年１０月２７日 金沢キャンパス売却、就業規則変更 

令和８年 ２月２５日 
令和７年度補正予算、令和８年度事業計画案、令和８年度予算案、 

学則変更、不動産売買契約承認、役員報酬等の支給の規定の変更 

   この他、常勤理事会を月１回実施しました。 

 

７．卒業生、就職内定率 

学    校 学   科 卒業生 
就職 

希望者 
内定者 内定率 

専門学校金沢美専 

ビューティー総合学科 

美容学科 

未来ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ学科 

30 

66 

8 

28 

64 

8 

28 

64 

8 

100% 

100% 

100% 

国際ﾎﾃﾙ＆ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ専門学校 ﾎﾃﾙ・ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ総合学科 19 18 18 100% 

ｽｰﾊﾟｰｽｲｰﾂ製菓専門学校 
ﾊﾟﾃｨｼｴ・ﾌﾞｰﾗﾝｼﾞｪ学科 

製菓衛生師学科 

49 

1 

40 

0 

40 

0 

100% 

- 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１ 決算の概要 

(１) 貸借対照表関係 

①貸借対照表の状況と経年比較 

   固定資産は、移転後のキャンパスの土地の購入および、建物（７号館）の取得、旧キャンパスの土地と

建物の売却や減価償却による減少があり、259,176 千円増加しました。流動資産は 935,448 千円増加

し、資産の部は総額 3,247,994 千円となり、前年度より 1,194,624 千円増加しました。 

   負債の部合計は 925,328 千円で、前年度より 465,336 千円増加しました。純資産の部合計は 

2,322,666 千円で、前年度より 729,288 千円増加しました。基本金は、第１号基本金を学校法人会計 

基準第 31 条第 2 号により 100,952 千円組入れ 1,027,526 千円となり、繰越収支差額は 1,295,139

千円となりました。 

        （単位：千円） 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

固定資産 750,110 725,901 699,976 686,769 945,945 

流動資産 818,753 917,341 1,266,154 1,366,601 2,302,049 

資産の部合計 1,568,863 1,643,242 1,966,130 2,053,370 3,247,994 

固定負債 14,078 10,903 9,091 9,716 9,883 

流動負債 495,929 441,937 492,188 450,275 915,445 

負債の部合計 510,008 452,840 501,279 459,992 925,328 

基本金 844,477 898,987 911,005 926,574 1,027,526 

繰越収支差額 214,378 291,415 553,846 666,805 1,295,139 

純資産の部合計 1,058,855 1,190,402 1,464,851 1,593,378 2,322,666 

負債及び純資産の部

合計 
1,568,863 1,643,242 1,966,130 2,053,370 3,247,994 

 

②財務比率の経年比較 

比  率 
算 式  

（ × １ ０ ０ ） 
Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

運用資産余裕比率 
運用資産－外部負債 

2.1 年 2.5 年 2.4 年 2.8 年 3.5 年 
経常支出 
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流動比率 
流動資産 

165.1% 207.6% 257.3% 303.5% 251.5% 
流動負債 

総負債比率 
総負債 

32.5% 27.6% 25.5% 22.4% 28.5% 
総資産 

前受金保有率 
現金預金 

215.1% 225.4% 276.2% 367.1% 538.7% 
前受金 

基本金比率 
基本金 

96.9% 102.1% 103.9% 104.7% 104.3% 
基本金要組入額 

積立率 
運用資産 

591.3% 629.9% 638.1% 622.7% 3828.0% 
要積立額 

運用資産・・・現金預金＋特定資産＋有価証券 

外部負債・・・借入金＋学校債＋未払金 

要積立額・・・減価償却累計額＋退職給与引当額＋２号基本金＋３号基本金 

比率名 比率の用語説明 評価指標※ 

運用資産余裕比率 

「運用資産（特定資産・有価証券・現金預金の換金可能なもの）」から

「外部負債（借入金・学校債・未払金等の外部に返済を迫られるも

の）」を差し引いた金額が、事業活動収支計算書上の経常支出の何倍に

あたるかを示す比率であり、学校法人の一年間の経常的な支出規模に対

してどの程度の運用資産が蓄積されているかを表す指標である｡ この比

率が 1.0 を超えている場合とは、すなわち一年間の学校法人の経常的な

支出を賄えるだけの資金を保有していることを示し、一般的にはこの比

率が高いほど運用資産の蓄積が良好であるといえる｡ 

 なお、この比率の単位は（年）である。 

△ 

流動比率 

流動負債に対する流動資産の割合である｡ 一年以内に償還又は支払わな

ければならない流動負債に対して､ 現金預金又は一年以内に現金化が可

能な流動資産がどの程度用意されているかという､ 学校法人の資金流動

性すなわち短期的な支払い能力を判断する重要な指標の一つである｡ 

△ 

総負債比率 
固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合で、総資

産に対する他人資金の比重を評価する極めて重要な比率である｡  
▼ 

前受金保有率 

前受金と現金預金との割合で、当該年度に収受している翌年度分の授業

料や入学金等が、翌年度繰越支払資金たる現金預金の形で当該年度末に

適切に保有されているかを測る比率であり、100％を超えることが一般

的とされている。 

△ 

基本金比率 

基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合であ

る｡ この比率は 100％が上限であり､100％に近いほど未組入額が少な

いことを示している。 

△ 

積立率 
学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要となる運用資

産の保有状況を表す。  
△ 



15 

 

※評価指標・・・評価はそれぞれの法人の特徴があり一概にはいえないが、一般的には、△は高い方が良

い、▼は低い方が良いと考えられる。（以降の比率についても同様） 

 

 (2) 事業活動収支計算書関係 

 ①事業活動収支計算書の状況と経年比較 

   教育活動収支差額が 49,655 千円、教育活動外収支差額が 1,722 千円となり、経常収支差額が

51,377 千円の収入超過となりました。特別収支差額は 677,910 千円の収入超過となり、基本金組入

前当年度収支差額は 729,287 千円の収入超過となりました。基本金 739,282 千円を取り崩し、この

結果、当年度収支差額は 9,995 千円の支出超過となりました。前年度繰越収支差額を加えた翌年度繰

越収支差額は、基本金取崩額 638,330 千円を差し加え、1,295,139 千円の収入超過となりました。 

                （単位：千円） 

科     目 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

教
育
活
動
収
支 

収 

入 

学生生徒等納付金 499,786 526,697 595,363 563,500 491,061 

手数料 1,080 682 1,539 1,612 1,320 

寄付金 0 1,746 0 0 0 

経常費等補助金 38,569 38,671 39,000 37,465 67,749 

付随事業収入 0 0 0 0 0 

医療収入 0 0 0 0 0 

雑収入 7,099 7,169 8,759 8,799 8,029 

教育活動収入計 546,533 574,966 644,662 611,376 568,159 

支 

出 
人件費 125,624 144,263 179,197 172,418 175,692 

教育研究経費 187,893 195,088 211,991 207,602 212,829 

管理経費  101,515 99,519 116,724 102,885 129,983 

徴収不能額等 0 0 0 0 0 

教育活動支出計 415,031 438,870 507,912 482,905 518,504 

教育活動収支差額 131,502 136,096 136,750 128,471 49,655 

教
育
活
動
外
収
支 

 

収
入 

受取利息・配当金 66 45 96 309 1,722 

その他の教育活動外収入           

教育活動外収入計 66 45 96 309 1,722 

支
出 

借入金等利息  22 11 0 0 0 

その他の教育活動外支出           

教育活動外支出計 22 11 0 0 0 

教育活動外収支差額 45 34 96 309 1,722 

経常収支差額 131,547 136,130 136,846 128,780 51,377 
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特
別
収
支 

収
入 

資産売却差額 0 0 0 0 679,976 

その他の特別収入           

特別収入計 0 0 0 0 679,976 

支
出 

資産処分差額 0 1,474 2 250 2,067 

その他の特別支出           

特別支出計 0 1,474 2 250 2,067 

特別収支差額 0 ▲ 1,474 ▲ 2 ▲ 250 677,910 

基本金組入前当年度収支差額 131,547 134,657 136,845 128,529 729,287 

基本金組入額合計 ▲ 61,830 ▲ 11,320 ▲ 1,319 ▲ 15,569 ▲ 739,282 

当年度収支差額 69,717 123,337 135,525 112,959 ▲ 9,995 

前年度繰越収支差額 214,378 291,415 417,699 553,846 666,805 

基本金取崩額 7,320 ▲ 11,320 621 0 638,330 

翌年度繰越収支差額 291,415 403,431 553,846 666,805 1,295,139 

（参考）              

事業活動収入計 546,600 575,011 644,757 611,685 1,249,857 

事業活動支出計 415,053 440,355 507,912 483,153 520,571 

 

 ②財務比率の経年比較 

比  率 
算 式  

（ × １ ０ ０ ） 
Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

人件費比率 
人件費 

23.0% 25.1% 27.8% 28.2% 30.8% 
経常収入 

教育研究 

経費比率 

教育研究経費 
34.4% 33.9% 32.9% 33.9% 37.3% 

経常収入 

管理経費比率 
管理経費 

18.6% 17.3% 18.1% 16.8% 22.8% 
経常収入 

事業活動収支 

差額比率 

基本金組入前当年度収支差額 
24.1% 23.9% 21.2% 21.0% 128.4% 

事業活動収入 

学生生徒等 

納付金比率 

学生生徒等納付金 
91.4% 91.6% 92.3% 92.1% 86.2% 

経常収入 

経常収支差額比率 
経常収支差額 

24.1% 23.7% 21.2% 21.1% 9.0% 
経常収入 

 

比率名 比率の用語説明 評価指標※ 

人件費比率 

人件費の経常収入に占める割合を示す｡ 人件費は学校における最大の支

出要素であり､この比率が適正水準を超えると経常収支の悪化に繋がる要

因ともなる｡  

▼ 
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教育研究 

経費比率 
教育研究経費の経常収入に占める割合である。 △ 

管理経費比率 経常収入に対する管理経費の占める割合である。 ▼ 

事業活動収支 

差額比率 

事業活動収入に対する基本金組入前の当期収支差額が占める割合であ

り、この比率がプラスで大きいほど自己資金が充実し､ 財政面での将来

的な余裕につながるものであ る。  

△ 

学生生徒等 

納付金比率 

学生生徒等納付金の経常収入に占める割合である｡ 学生生徒等納付金は､ 

学生生徒等の増減並びに納付金の水準の高低の影響を受けるが､ 学校法

人の事業活動収入のなかで最大の割合を占めており､ 補助金や寄付金と

比べて外部要因に影響されることの少ない重要な自己財源であることか

ら、この比率が安定的に推移することが望ましい。  

△ 

経常収支差額比率 経常的な収支バランスを表す比率である。 △ 

 

(3) 資金収支計算書関係 

  ①資金収支計算書の状況と経年比較 

    学生生徒等納付金収入は 491,061 千円となり、前年度より 72,439 千円減少しました。補助金

収入は 67,749 千円で、そのうち経常費補助金が 9,515 千円、高等教育の修学支援制度による授業

料等減免費交付金が 52,173 千円でした。前年度繰越支払資金 1,356,813 千円を加えた収入の部

の合計は、3,247,808 千円となりました。 

    人件費支出は 170,545 千円で、教職員の増減があり前年度より 3,399 千円減少しました。教育

研究経費は前年度に比べ、奨学費や報酬委託手数料の増加等により 6,032 千円の増加、管理経費は

広報費の見直し等しましたが、旧キャンパス売買仲介手数料による報酬委託手数料の増加等により

27,999 千円増加しました。施設関係支出はキャンパス移転に伴い 900,740 千円の増加、翌年度繰

越支払資金は 933,249 千円増加し、2,290,062 千円となりました。 

                 （単位：千円） 

科     目 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

収 

入 

の 

部 

学生生徒等納付金収入 499,786 526,697 595,363 563,500 491,061 

手数料収入 1,080 682 1,539 1,612 1,320 

寄付金収入 0 1,746 0 0 0 

補助金収入 38,569 38,671 39,000 37,466 67,749 

 
 国庫補助金 0 0 0 0 0 

 
 都道府県補助金 38,569 38,671 39,000 37,465 67,749 

  市区町村補助金 0 0 0 0 0 

資産売却収入 0 5,000 0 5,270 1,312,296 

付随事業・収益事業収入 0 0 0 0 0 

医療収入 0 0 0 0 0 
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受取利息・配当金収入 66 45 96 309 1,722 

雑収入 7,099 7,169 8,759 8,799 8,029 

借入金等収入 0 0 0 0 0 

前受金収入 423,407 497,110 453,915 418,632 425,081 

その他の収入 1,951 3,178 19,004 7,639 8,907 

資金収入調整勘定 ▲ 413,063 ▲ 429,556 ▲ 504,309 ▲ 458,564 ▲ 425,169 

前年度繰越支払資金 812,797 910,761 1,120,279 1,253,759 1,356,813 

合   計 1,371,692 1,561,505 1,733,647 1,838,421 3,247,808 

支 

出 

の 

部 

人件費支出 125,921 143,513 164,803 173,944 170,545 

教育研究経費支出 168,811 175,152 191,563 187,668 193,700 

管理経費支出 96,388 94,261 112,183 99,763 127,762 

借入金等利息支出 22 11 0 0 0 

借入金等返済支出 61,800 1,800 1,800 0 0 

施設関係支出 0 4,180 2,970 6,599 907,339 

設備関係支出 0 9,700 945 8,770 7,573 

資産運用支出 0 10,000 0 0 0 

その他の支出 27,533 23,143 34,539 28,648 23,944 

資金支出調整勘定 ▲ 19,544 ▲ 20,535 ▲ 28,916 ▲ 23,784 ▲ 473,117 

翌年度繰越支払資金 910,761 1,120,279 1,253,759 1,356,813 2,290,062 

合   計 1,371,692 1,561,506 1,733,646 1,838,421 3,247,808 

   

 (4) その他 

  ①資産運用の状況 

１ 資産管理運用の方法 

・基本財産は、教育研究活動の充実改善に資するため財産価値の維持を旨として、管理運用する。 

・運用財産は、その特性に応じて、計画的に運用ができるものにあっては運用資産として安全性およ  

 び信用性が高い運用を行い、その他の資産は適切かつ善良な管理を図る。 

２ 運用資産の構成 

資産運用の商品は以下の通りとする。 

・有価証券（株式、国債、政府保証債、地方債に限る。） 

・信託預金（金銭信託、指定金外信託に限る。） 

・預金、貯金 

３ 資産運用の実績 

・現金・預金を中心とした保守的な運用により、元本の安全性を確保している。 

  ４ 財務安全性の状況 

・運用資産余裕比率は 2 年を上回り、固定負債に対する十分な資産余裕を確保できている。 



19 

 

・事業活動資金収支差額比率は概ね均衡し、日常的な資金繰りに問題はない。 

・基本金未組入高は計画的に解消を進めており、財務の健全性を維持している。 

・積立資金も一定額を確保している。 

 

  ②学校債の状況 

   該当事項はありません。 

 

  ③寄付金の状況 

   該当事項はありません。 

 

④補助金の状況 

   ・授業料等減免費交付金      52,172,700 円 

   ・私立専修学校経常費補助金      9,515,000 円 

   ・その他                            6,061,665 円 

    補助金合計            67,749,365 円 

 

  ⑤収益事業の状況 

    該当事項はありません。 

 

 (5) 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

  ①経営状況の分析 

♦ 学生募集状況 

・３校とも令和５年度以降減少傾向にある。 

・少子化の影響、県外流出、大学進学率上昇により、引き続き募集環境の厳しさが増すことが予想 

される。 

♦ 財務状況 

    ・教育活動収支は令和７年度は移転の関係もあり収入超過額は減少しているが、過去４年間は概ね

均衡しており、運用資産余裕比率も一定の余裕を確保している。 

・設備更新費用や人件費の増加により、将来的な財務負担の増加が懸念される。 

   ♦ 組織運営 

・法人本部と各校の役割分担が明確化され、事務局機能は一定の効率性を確保している。 

・教育・学生支援・法人運営の各機能が適切に維持されている。 

 

 

 

 

 



20 

 

②経営上の成果と課題 

   ♦ 成果 

    ・各校、KBG メソッドに即した教育活動に取り組み、学生満足度で評価されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ICT 化の推進により、会計・給与・学生情報管理の効率化が進んでいる。 

 

♦ 課題 

・実習設備の更新費用や教員確保の負担が増加するため、安定して定員充足率９０％以上の学生確

保が課題である。 

・少子化の進行により、今後の学生募集環境はさらに厳しくなる見込みである。 

    ・業務量の増加に対して人員配置の最適化が必要である。 

    ・コンプライアンス意識の向上や内部通報制度の活性化など、内部統制の運用面での強化が求めら 

     れる。 

  

③今後の方針・対応方策 

● 学生募集の強化 

・資格取得支援・就職支援の充実により、魅力向上を図る。 

    ・高校訪問・オープンキャンパスの強化、厳選したガイダンスへの参加、SNS 等を活用した広報戦略 

     を引き続き推進する。 

● 財務基盤の安定化 

・設備更新計画を中長期的に策定し、計画的な資金確保を行う。 

・法人全体での経費削減と業務効率化を進め、教育活動資金収支の改善を図る。 

    ・補助金・助成金の活用を積極的に検討する。 

● 組織運営の強化 

・法人本部と各校の連携を強化し、情報共有と意思決定の迅速化を図る。 

パティシエ・ブー

ランジェ学科
製菓衛生師学科 ホテルブライダル ビューティ 美容学科

2025年度 93.9 100.0 94.7 96.7 71.2

2024年度 88.9 100.0 87.5 93.3 83.1

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

2025年度

学生満足度アンケート

Q：入学して満足していますか？

（A：とても満足+満足）
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・職員の業務負担を平準化し、研修機会を拡充することで人材育成を推進する。 

・ICT 化をさらに進め、事務処理の効率化とデータ管理の高度化を図る。 

● 内部統制の充実 

・コンプライアンス研修の充実、内部通報制度の周知徹底を図る。 

・監事監査との連携を強化し、ガバナンスの透明性を高める。 

・災害・情報セキュリティ・不祥事防止の体制を強化する。 

 

Ⅳ．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備

及び運用状況の概要 
  

１ 関係する決議の概要 

理事会において「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備に関する基本方

針」を決議した決議の主な内容は以下のとおりである。 

・法令・寄附行為・設置基準等の遵守を徹底する内部統制体制を整備すること 

・理事 6 名による合議制のもと、透明性の高い意思決定を行うこと 

・監事監査の実効性を確保すること 

 

 ２ 体制整備及び運用状況の概要 

  ①理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   ・理事会は理事 6 名で構成され、議事録・決裁文書・契約書等は文書管理規程に基づき法人本部で一 

    元管理している。 

   ・各校、各部署の会議資料は共有フォルダ内で管理し、理事会の審議に必要な情報を確保している。 

・理事会資料は事前に全理事へ共有し、6 名全員が十分な情報に基づき意思決定できる環境を整備し 

 ている。 

・電子文書はアクセス権限を設定し、法人サーバーにて定期的にバックアップを実施している。 

・専修学校設置基準に関わる重要文書は永年保存としている。 

   

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 ・危機管理マニュアルを整備している。 

 ・災害時の対応については、避難計画を整備している。 

   

③理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・法人本部に事務局を設置し、財務・人事・総務・施設管理等を集約して効率的な運営を実現してい 

る。 

 ・常勤理事と事務局長および部長が参加する「常勤理事会」を月 1 回開催し、迅速な意思決定を支援 
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  している。 

 ・事務分掌規程により、法人本部と各校の役割分担を明確化している。 

 ・会計システム・給与システム・学生情報システム等の ICT 化を推進し、業務効率化を図っている。 

 

  ④職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

   ・服務規程・ハラスメント防止規程を整備し、教職員に周知徹底している。 

   ・内部通報窓口を法人本部に設置し、匿名通報にも対応している。 

   ・会計処理は法人本部で統一基準に基づき実施し、複数名によるチェック体制を確保している。 

 

⑤監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

・監事は理事会に出席し、必要に応じて意見を述べることができる体制を整備している。 

・監事は学校に定期的に訪問し、業務執行状況・財務状況を確認している。 

   ・監事監査の結果は理事会に報告され、改善事項については法人本部が中心となり対応している。 

   


